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ける訴訟要件の機能について考えきせる好機を与えたともいえよう。以下に紹
介する Roth判事の論説“DieKlage auf ki.inftige Leistung nach §257-259 















































mte Beeinflussungen des biirgerrechtlichen Ans-
pruchs) 













































































25' 318）によれば， §765Abs. 2BGB （将来の義務のための保証）の将来の義
務とは「一定の行為義務から発生する義務等（alle aus einer bestimmten 
Geschaftsverbindung entstehenden V erbindlichkeiten）」であり，「ただどこ


































































(8) §323ZPO ①将来履行期の到来する反覆的給付を命じる判決（Verurteilungzu 




















































































切7ZPO §258ZPO I §259ZPO 
永久的抗弁の対抗
（現在の給付の許え）
延期的抗弁権の対抗（確定 。〔七 戸一一「 0 〔
不確定（原告側に抗弁権の消滅事由 × 当の二 × 九
被告側 If 五性と法訴訟 五 ー×一 条八 O 六
履行期未到来の請求権




〕 決定限の被tロとk 一一一 〕






































































J ustizrecht）」の一部とした JamesGoldschmidtの所説挙げた後，最後に5§ 




























(12) Die Unterscheidung von Zulassigkeit und Begrtindetheit bei der Klage und 
beim Antrag auf Anordnung eines Arrestes oder einer einstweiligen Verftigung, 



























(14) Allorio, Rechtsschutzbedtirfnis ? ZZP Bd.67. (1954) S.328f.上北武男「訴えの利
益にかんする一考察J民訴雑誌21号133頁以下，野村秀敏「訴えの利益の概念と機
能」講座民事訴訟二巻129頁以下にAllorio説の紹介と批評がなされている。
(15) Rosenberg/Schwab, a.a.O., §93 I. Anm. 26. 
(16) Zeuner, Gedanken zur Unterlassungs-und negativen Feststellungsklage, Fest-
schrift ftir Dtille S.311 
(17) Rosenberg/Schwab, a.a.O., S.521. 
(18) Henckel, Vorbeugender Rechtsschutz im Zivilrecht, AcP 17 4, S.104f. 
?????
?????
(Ro削 lJ事の第2の論拠）の解決が前提とな持ご
また以上の問題と関連して，将来の給付の訴えにおいては訴訟判決なしとす
る点については，それが理論上の帰結にすぎε択のか，あるいはその審理と判
決の効新2実際上の差異をもたらすのか，必ずしも十分な説明を Roth判事は
行なっていないように思われる。
二将来の給付の訴えにおける実体法と訴訟法
上述の理論的な諸問題に対して，将来の給付の訴えと実体法上の請求権との
関わりの究明を試みる本論文の二章三章は従来あまり行なわれなかった作業と
いえる。ただ二章の標題のように請求権の効力を時間との関わりにおいて分類
するにとどまるなら実体法の分析としては十分とは言えず，たとえば第三章の
§258ZPOの例のように，扶養請求権と損害賠償請求権が時的効力以外の要素
により異なって取扱われていないかどうかの分析が必要で、あろう。以上の問題
提起については本論文に挙げられた学説・判例の具体的検討とともに他日に期
したい。
(1助訴えの利益は訴訟要件であり，それゆえ訴訟法上の問題であるとする立場から
は，この問題は解決済と言えよう。しかし訴えの利益を実体法と訴訟法との移行
領域に位置づけ，さらにそこに救済法としての現代的意義を見出そうと試みるな
らば，（たとえば谷口安平「権利概念の生成と訴えの利益」講座民事訴訟二巻163
頁以下参照。），今なお未解決の重要な論点であると言えよう。
(20) 衆知のように権利保護請求権説は，権利保護の利益ないし資格のない場合，そ
の理論的帰結として訴え棄却判決と解した。三ヶ月章「権利保護の資格と利益」
民事訴訟法法研究第 1巻13頁参照。
(21) 第四章第三節において Roth判事は，却下判決と棄却判決の判決の効力の同ーを
論拠とするが，それぞれの判決の既判力については再検討がなされつつある。こ
の点につき坂口裕英前掲（注13）論文参照。
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